
















　　Traceability has drawn increasing attention, amid rising concerns about food safety 
and declining consumer confidence, within the research community focusing on the distri-
bution networks for agricultural products. We examine traceability systems and their eco-
nomic efficiency for fruits and vegetables, based on a case study of apples from Aomori 
Prefecture.
　　According to the survey of the Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries, in-
creasingly farmers have come to keep records of the information on production history. 
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of investment in computer equipments, high cost of efficient staff, and so on.
　　Three successful cases of traceability systems for apples in Aomori Prefecture show 
that the systems led to improved economic efficiency by minimizing costs including in-
vestment in equipment and human resources, and by maximizing benefit from distin-
guished products due to their greater attention to food safety and consumer confidence. In 
two cases, special subsidies for traceability systems reduced costs of investment in equip-
ment. Without a great deal of economic efforts, these traceability systems would not be 
successful.















































2003 107 48.6 31.8 19.6
2004 104 41.3 45.2 13.5
2005 88 69.3 25.0 5.7
リンゴ 2005 19 84.2 10.5 5.3
ミカン 2005 30 70.0 20.0 10.0 
ナシ 2005 40 75.0 22.5 2.5 
その他の果実 2005 73 68.5 23.3 8.2 
野菜類
2003 130 46.2 41.5 12.3 
2004 128 44.5 49.2 6.3 
2005 127 48.8 44.1 7.1 
米
2003 127 48.8 29.9 21.3 
2004 120 57.5 32.5 10.0 
2005 116 78.4 17.2 4.8 
麦
2003 83 51.8 14.5 21.7 
2004 84 50.0 34.5 15.5 
2005 81 74.1 9.9 16.0 
豆　類
2003 97 49.5 22.7 27.8 
2004 105 41.9 38.1 20.0 
2005 99 63.6 19.2 17.2 
その他
2003 34 52.9 8.8 38.3 
2004 45 46.7 31.1 22.2 
2005 38 63.2 23.7 13.2 
資 料：農林水産省「食品産業動向調査（農協調査）」（各西暦年次）による。
注 ：1）生産者名以外の栽培管理情報は、品目別回答農協数を 100とした割合（％）である。

























区分 年次 調査農協数 栽培管理情報 栽培管理情報提供 生産概要 防除履歴 施肥履歴
果実類
2003 107 80.4 60.8 78.5 61.6 
2004 104 86.5 66.4 82.7 66.4 
野菜類
2003 130 87.7 70.0 85.4 72.3 
2004 128 93.8 78.9 91.4 76.6 
米
2003 127 78.7 71.7 77.2 67.7 
2004 120 90.0 78.3 88.3 80.0 
果樹類 2005 88 94.3 62.5 55.7 58.0 45.5 
ミカン 2005 30 90.0 63.3 56.7 53.3 43.3 
リンゴ 2005 19 94.7 63.2 47.4 52.6 36.8 
ナシ 2005 40 97.5 65.0 60.0 62.5 50.0 
その他の果樹 2005 73 91.8 58.9 53.4 56.2 43.8 
野菜類 2005 127 92.9 71.7 66.9 67.7 58.3 



































調 査 年 次 2003 2004
回答農協数（実数） 30 54
機器整備等のための経費負担の問題が解決した場合 53.3 87.0 
仕組みを構築するための専門スタッフが確保された場合 46.7 61.1 
同業他団体とのシステムの連携が確保された場合 36.7 35.2 
出荷先や消費者からの理解・協力が得られた場合 56.7 53.7 
上部団体による意思決定がされた場合 23.3 13.0 
その他 16.7 7.4 







































































































































と絡んで、欧州小売業組合適正農業規範（EUREPGAP：Euro Retailer Produce Working 
Group，Good Agricultural Practice）に従った統一栽培基準を満たす必要が生じたためで
ある。実際 K氏のリンゴ園は、2005年には EUREPGAPの認証を日本第 1号として取得
している。また、岩木山リンゴ生産出荷組合の数名の他の組合員は、EUREPGAPの日本
版である日本適正農業規範（JGAP）の認証を取得している。将来は組合員全ての JGAP
認証取得を目指しているという。微生物農業資材を活用した栽培方法や、一般の基準を大
幅に下回る農薬使用回数・量などの厳しい基準を伴った、EUREPGAPや JGAPに裏打
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ちされたトレーサビリティ・システムの効果は大きく、差別化されたリンゴとして高値販
売や市場拡大が可能となっている。
　電算機メーカーの既成のトレーサビリティ・システムの利用は、機器設備への投資を大
幅に節減できるが、他方経常の使用料は安価なものではない。外部委託による機器設備費
の節減はサンクコストを減らし、革新の続く電子技術の変化への対応を容易にするが、経
常経費の増大を避けることはできない。差別化された農産物がそれなりの価格で販売され
なければ、トレーサビリティの継続は難しい。岩木山リンゴ生産出荷組合は、リンゴの輸
出やインターネットを用いた産地直売を試みるなどして、差別化されたリンゴの有利販売
に結びつけることにより、トレーサビリティから生ずる収益を高め、トレーサビリティ・
システムの経済効率を高めていることが分かる。
6　むすび
　トレーサビリティを行なうためには、生産者が栽培管理情報を積極的に記録・保管し
て、生産記録（生産履歴）を蓄積することが前提となるが、それだけではトレーサビリ
ティ・システムを構築することはできない。システムの構築には、コンピュータ機器・設
備に対する投資や、それを取り扱う人材を養成するための人的投資を必要としている。ま
た、システムが稼動し始めれば、人件費を含む経常的経費が必要である。そして、これら
の資本的経費や経常的経費に見合った収益を生み出さなければ、一定の経済効率を満たす
ことができなくなり、トレーサビリティ・システムを構築し、永続的に運営することはで
きない。トレーサビリティ・システムの経済効率を高めるためには、資本的経費、経常的
経費の一方または両方を節減するとともに、収益を増加することが必要である。本稿で検
討したリンゴのトレーサビリティの先進的な 3つの事例では、経費節減と収益増大の様々
な工夫が試みられていた。
　第 1に、板柳町の事例では、国の補助金を活用し機器の整備を行ない、町役場の電算
化に携わって人材を活用することにより、資本的経費を著しく節減した。また、「リンゴま
るかじり条例」による認証制度を活用して無登録農薬事件による信用失墜を回復し、ト
レーサビリティの収益を確保した。その結果、トレーサビリティの経済効率は著しく向上
した。
　第 2に、弘前中央青果の事例では、青森県の補助金を活用し機器の整備を行ない、弘
前中央青果の電算化に携わって子会社の人材を活用することにより、資本的経費を著しく
節減した。また、移出業者である売買参加者に積極的に情報開示することにより高値取引
を可能にし、トレーサビリティの収益を確保した。その結果、トレーサビリティの経済効
率は向上した。
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大の努力がなされなければ、いずれの事例においても、トレーサビリティ・システムが構
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トレーサビリティ・システムについて、間接的にではあるが言及したつもりである。
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て、トレーサビリティ・システムの収益と経費を数値で具体的に把握し、直接的に経済効
率を明らかにすることであるが、トレーサビリティ・システムが稼動し始めてから日が浅
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